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問合先 越谷市都市整備部 開発指導課 

〒343-8501 

埼玉県越谷市越ヶ谷四丁目２番１号 

電話番号：048-963-9234（直通） 

 



 

［条例の主な内容及び協議事項等］ 

 

■対象行為（第 2条） 

 開発行為（建築を目的とした土地の区画形質の変更、または資材置場、駐車場等へ

の土地利用の変更）及び建築行為が対象となります。（以下、「開発行為等）という。） 

 

■開発行為等の手続き（第 17 条、第 19 条～第 29条、第 31 条） 

 開発行為等を行う者は「計画届」を提出し、本条例に定める協議基準の対象となる

開発行為等を行う場合は「事前協議」を行い、必要に応じて「協定」を締結し、公共施

設等の整備を行う必要があります。 

 

■近隣住民等への周知等（第 18 条、第 30 条） 

・工事の着手の前までに開発行為等の概要を記した標識を見やすい場所に 14 日以

上掲示する必要があります。 

・建築物の高さが 10ｍを超える、または延床面積が1,000㎡以上の建物を建築する場

合、近隣住民へ説明その他の方法により告知をする必要があります。また、工事公

害に関する協定を締結するよう努めてください。 

※説明範囲：建物の外壁から建物の高さの 2 倍の範囲内の居住者・土地所有者・建

物所有者 

 

■公共施設等の整備に関する主な協議事項 

【第 32 条・第 33 条】道路の後退・整備 （開発指導課、道路総務課、道路建設課） 

・原則として道路の中心線から（水路敷等を除き）3ｍ後退し、分筆後、市に帰属する。 

（道路後退方法は開発指導課窓口で必ず確認してください。） 

・道路と道路との交差部には角切を確保し（辺長 3～10ｍ）、角切部は市に帰属する。

なお、辺長は規則別表第 1（第 22 条関係）を参照してください。 

・舗装や排水施設（Ｕ字溝）等の整備。（自己の居住の用に供する専用住宅を除く） 

【第 34 条】新たな道路の整備 （開発指導課、道路総務課、道路建設課） 

・幹線道路、区画道路又は取付道路（接続先道路）を開発地の面積に応じて適正に

配置する。（規則別表第 2・第 3（第 27 条関係）を参照） 

【第 35 条】私道の寄附 （開発指導課） 

【第 36 条】水路の整備 （河川課、農業振興課） 

・水路構造物や防護柵を整備する。（自己の居住の用に供する専用住宅を除く） 

【第 37 条】雨水流出抑制施設の設置 （河川課） 

・開発地の面積が 500 ㎡以上の場合。 ※１ヘクタール以上は埼玉県との協議要。 



【第 40 条】公園等の整備 （公園緑地課） 

・開発地の面積が 3,000 ㎡以上の場合。 →全体敷地の 3％以上の面積で、かつ、

100 ㎡以上の公園等を設置する。 

【第 41 条・第 42 条】消防水利施設等の整備 （消防局警防課） 

・開発地が1,000㎡以上、延床面積1,000㎡以上、階数が４階以上、高さが15ｍ以上の

建物のいずれかに該当する場合。  →消火栓や防火水槽、消防活動空地を設置。 

【第 44 条】集会所及び集会室の設置 （市民活動支援課） 

・50 戸以上の住宅・共同住宅等が対象。 

【第 45 条】ごみ集積所の設置 （リサイクルプラザ ☎048-976-5375） 

・10戸以上で1箇所以上設置する。10戸未満でも近隣で利用できない場合は設置する。 

 

■敷地・建築に係る主な協議事項 

【第 48 条】市街化区域の最低敷地 （開発指導課） 

・最低敷地は 100 ㎡以上とする。 

※ただし、地区計画等で別に定めがあれば、そちらを遵守する。 

【第 50 条】緑 化 （公園緑地課） 

・開発地の面積が 500 ㎡以上の場合。 

※緑化率は規則第 38条を参照。 

【第 51 条】駐車場の設置 （開発指導課） 

・専用住宅（自己用住宅を除く）…計画戸数以上の台数 

・共同住宅等…計画戸数以上（ただし、10 分の 3以上の台数を開発地内に確保） 

・店舗・事務所等：延床面積 150 ㎡～500 ㎡…荷捌き場（25 ㎡） 

・店舗・事務所等：延床面積 500 ㎡以上…100 ㎡につき 1台以上 

（ただし、10 分の 3 以上の台数を開発地内に確保。2 台以下になる場

合は荷捌き場（25 ㎡）の設置が必要） 

【第 51 条】駐輪場の設置 （くらし安心課） 

・共同住宅等…1戸につき２台以上（単身世帯用の場合、１戸につき１台以上）。 

・集客施設（延床面積 500 ㎡以上）…規則別表第 5（第 39 条関係）で定める台数。 

【第 52 条】 建物の高さの制限 （開発指導課、建築住宅課） 

・第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、 

 第二種住居地域、準住居地域及び準工業地域においては、階層は地上８階以下。 

【第 57 条】日影による中高層の建築物に係る高さの制限 （建築住宅課） 

・建築基準法別表第 4（第 56 条の 2第 1項関係）で指定するものを定める。 

 

 ※なお、開発計画の用途、規模、内容によって上記の整備内容等が異なるため、必

ず条例及び施行規則の本文をご確認ください。 



 

＜越谷市まちの整備に関する条例に基づく手続＞

　　即日又は翌日回答

※関係各課・機関において ・官民境界査定（境界線測量区域内を除く）

承認印をもらう ・測量・分筆

　　1週間～10日

（越谷市への所有権移転登記：市が行う）

開発行為許可申請・建築行為許可申請 ※調整区域の農地の場合は、

　　 1週間～10日 　　農転同時申請・同時許可

開発行為許可・建築行為許可

　　公告前・検査前建築承認(正･副)

工事着手届け（１部）・（適合証明（正・副）)　提出

※工事着手前 1週間～10日

　　　　中　　間　　検　　査

※工事着手前

1週間～10日

※新設道路等の帰属がある場合は

　帰属書類提出後交付 1週間～10日

※新設道路等の帰属がある場合は

　帰属書類提出後交付

公共施設整備等協定書　締結

　　　　　　　　検　査　済　証　交　付

　　　　　　　　中　　間　　検　　査

公告前・検査前建築承認→建築確認

工事完了届　提出

＜道路後退手続：協定書締結前＞

※路盤等検査電話予約可 　　　　　　　　立　　　　　　　会　

※路盤等検査電話予約可

　完　　了　　検　　査

（　適　合　証　明　）

建　築　確　認

※公共施設の破損の恐れがある場合のみ承認されます。

公共施設整備等協定書　提出　<正・副> 後退書類提出

越谷市まちの整備に関する条例・都市計画法手続フロー

　　　　事前協議済証交付

＜都市計画法に基づく手続＞

工事着手届け(1部)

　　立　　　　　　会

開発行為等計画届　

開発行為等事前協議書提出

　　3週間程度

要請書交付

関係各課・機関との協議

※期間については書類に不備がないことが前提となります。また、休日(12月29日から1月3日までを含む）、祝
祭日は含まないものとし、あくまで標準的な期間であることを予めご留意ください。

工事完了届　提出

検　査　済　証　交　付

　　　　　　　　完　　了　　検　　査

標識設置(着工前2週間

以上）・及び近隣住民へ

の告知

近隣説明等報告書
提出又は協定書に
添付

検
査
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･
金
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午

後
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